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1．まえがき 
 長らく未来の車として考えられていた燃料電池自動車
(FCV)が 2014 年 12 月にトヨタ自動車から一般ユーザー
向けに販売開始された．販売は好調で累計受注台数は
3300台に達し納期は3年先となっている．一方，本田技
研工業も 2016 年 3 月から年産 200 台でリース販売を開
始している．水素インフラ整備はまだ不十分であり，東
京－福岡間の整備に重点が置かれている段階であるが，
普及に向けての一つの山を越えたといえる．一方，地球
温暖化は確実に進行しており，気候変動に関する政府間
パネル(IPCC)が産業革命以降の温度上昇を 2℃未満にと
どめるために，CO2濃度を420 PPM以下にすることを提唱
している．しかし，現在のペースでCO2が増加すれば今後
10年程度でこれを突破する見込みであることが今年6月
の北海道新聞紙上で報じられている．地球温暖化防止の
ためのCO2排出抑止は正に喫緊の課題である． 
この状況に鑑みて，経済産業省は2013年末に水素・燃
料電池戦略協議会を産官学メンバーで立ち上げ，「水素・
燃料電池戦略ロードマップ」を取りまとめ，大幅な省エ
ネ，エネルギセキュリティの向上，再生可能エネルギに
よる CO2 フリーの水素供給システムの構築をスタートさ
せている(1)．また，環境省は気候変動長期戦略懇談会に
おいて，2050年までに温室効果ガスを80％削減するとの 
 
長期目標を提言している．北海道でも2015年3月に産官
学が連携して「北海道水素イノベーション推進協議会」
を設置し，平成28年2月に「北海道水素社会実現戦略ビ
ジョン」を策定し,脱石油に向けて動き出している．また，
共著者の一人は北海道における水素エネルギ活用の可能
性について分析し，エネルギの地産地消が北海道経済の
活性化にもつながることを論じている(2)． 
本稿では，このような情勢の中で北海道のエネルギ事
情および交通事情も考慮した燃料電池自動車の普及可能
性について論じる． 
 
2．燃料電池自動車(FCV)の現状 
 燃料電池自動車はFCV(Fuel Cell Vehicle)と呼ばれて
おり，燃料の水素を燃料電池スタック内で酸素と反応さ
せて取り出した電気によって走る電気自動車である．エ
ネルギ源をリチウムイオンバッテリに代表される二次電
池に貯蔵して用いる一般的な電気自動車と異なり，エネ
ルギ密度の高い水素を燃料として搭載するのが特徴であ
る． 
 国内でのFCV開発としては，2002年にトヨタ自動車が
FCHVを，また本田技研工業がFCXを，共にリース販売し
ている．リース価格は月額 120 万円前後であり，当時の
車両価格は数億円ともいわれていた．2014 年 12 月にト
ヨタミライがついに一般ユーザー向けに市販を，また，
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地球温暖化防止のためのCO2排出抑止は喫緊の課題であり，再生可能エネルギによる電力供給ならびに水素供給
についてのプロジェクトが進行中である．燃料電池自動車(FCV)の燃費はガソリン換算でハイブリッド自動車程度
であるが，エネルギ密度の高い水素燃料を使用するため，電気自動車に比べた場合には航続距離が長く，しかも排
熱で暖房できるので，長距離を移動する北海道での使用に適している．さらに長期的に見た場合，変動の大きな再
生可能エネルギの余剰分を水素に変換して利用できる点が，電気自動車と比べた大きな違いである．このような背
景から，経済産業省および環境省の温室効果ガス大幅低減指標に沿って燃料電池実用化推進協議会はFCVの普及に
真剣に取り組んでいる．また北海道においては再生可能エネルギが豊富かつ地域によってその種類が異なる特性を
生かした水素燃料の地産地消プロジェクトを推進している．一方，北海道の世帯当たりの自動車普及率は低いう
え，地方鉄路の廃止が顕著となっているため，地方でのFCV普及は優先的に取り組むべき課題といえる． 
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2016年3月にホンダクラリティーフューエルセルが廉価
でのリース販売をそれぞれ開始した．これら車両の主要
諸元を電気自動車の日産リーフと比較して表1に示す． 
 表によれば，いずれのFCVも価格は700万円台と未だ
に安いとはいえないが，国からの補助金 200 万円を加味
するとユーザーにとって現実味のある価格範囲に入って
いるといえる．一方，JC08モードによる１充填走行距離
はいずれも600 km以上であり，実用上問題のないレベル
にまで達している． 
FCV の燃費性能をガソリンエンジン車と比較ができる
よう，ガソリン換算のkm/ℓ単位で表してみる．まず，タ
ンクに充填している水素燃料が発熱量ベースでガソリン
何リッターに相当するかを求める．これをLG (ℓ)とおく
と次式となる． 
ܮீ ൌ ு௨ಹൈீಹு௨ಸൈఘ       (1) 
式中のHuHおよびHuGはそれぞれ水素とガソリンの低位
発熱量(MJ/kg)，GHは水素満充填時の質量(kg)，ρはガソ
リンの比重(kg/ℓ)であり，それぞれ次の値である． 
  HuH = 121.0 (MJ/kg) 
  HuG = 44.4 (MJ/kg) 
  GH = 5 (kg) 
  ρ = 0.73 (kg/ℓ) 
なお，GHの値はトヨタミライの公表値である(3)．これら
を式(1)に代入すると，LG =18.7(ℓ)となる．従って，トヨ
タミライの JC08 モード燃費はガソリン換算で，650 
(km)/18.7 (ℓ) = 34.8 (km/ℓ)となる．この燃費は現行ハ
イブリッド車とほぼ同程度である．一方，水素燃料価格
はJX日鉱日石エネルギによれば1kgあたり1000円であ
るので，650km走行に5000円かかり，費用で比較すると
ハイブリッド車の2倍以上のランニングコストとなる．  
ここで，電気自動車と FCV の比較を試みる．日産リー
フのバッテリ総電力量は30 kWh，すなわち108 MJのエ
ネルギである．ガソリンのエネルギは約 32 MJ/ℓである
ので，これはガソリン 3.4 ℓ相当のエネルギとなる．リ
ーフのバッテリ重量はおよそ300 kg，ミライの燃料電池
スタックの重量は56 kgであるので(3)，エネルギ密度は
燃料電池の方が数 10 倍高いことが分かる．しかしなが
ら，電気自動車は3.4 ℓ相当のエネルギで280 km走行可
能であるので，ガソリン換算燃費は280 (km)/3.4 (ℓ) = 
82 (km/ℓ)となり，効率の高さがうかがえる． 
図 1 はバッテリのエネルギ密度将来予測である(4)．図
から，現在使用されている乗用車用リチウムイオンバッ
テリのエネルギ密度は約100 Wh/kgであり，図の中央よ
りも左下に分布している．したがって，今後さらに改善
が期待でき，将来は空気亜鉛電池によって容積密度で900 
Wh/L達成可能と予測している．しかし，ガソリンのエネ
ルギ密度は約9000 Wh/Lであるので，その10分の1に過
表1 各種FCVと電気自動車の諸元(各メーカーのウェッブデータから作成) 
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ぎず，未だに課題が多いのが現状である． 
以上の結果から，現状の FCV はガソリン換算でハイブ
リッド自動車程度の燃費であるものの，エネルギ密度の
高い水素燃料を使用するため，電気自動車に比べて航続
距離が長く，長距離輸送に適している．燃料電池の性能
向上と水素価格の低下が今後のキーテクノロジとなる． 
 
3．FCV普及に向けての国の取り組み 
経済産業省は2013年末に水素・燃料電池戦略協議会を
産官学メンバーで立ち上げ，「水素・燃料電池戦略ロード
マップ」を取りまとめた(1)．これによれば，今後の水素利
活用について 3 つのフェーズに分けて取り組みを進める
ことを提案している．一つ目は家庭用燃料電池やFCV等，
燃料電池技術の活用拡大によって大幅な省エネと世界市
場の獲得を目指す．二つ目は水素供給システムを確立す
るとともに，水素発電も導入してエネルギセキュリティ
の向上を目指す．三つめは再生可能エネルギによるCO2フ
リーの水素供給システムの構築である．また，環境省は
気候変動長期戦略懇談会において，2050年までに温室効
果ガスを80％削減するとの長期目標を提言している． 
これらの提案を受けて，自動車メーカー各社および石
油関連企業などで構成する燃料電池実用化推進協議会
図3 水素サプライチェーンの地域展開例(5) 
図1 各種バッテリのエネルギ密度(4) 
 
図2 FCVと水素ステーションの普及に向けたシナリ
オ(出展：燃料電池実用化推進協議会資料) 
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(FCCJ)では，図2に示すように2016年3月にFCVと水素
ステーションの普及に向けたシナリオを改定して提示し
ている． 
図によれば，2030 年には FCV を 65 万台，水素ステー
ションを720箇所設置，2050年にはFCVを800万台とす
るベースシナリオを提示している．これは国内の車両保
有台数の 10%に相当する台数であり，普及に向けての強
い姿勢がうかがえる． 
 
4．FCV普及に向けての北海道の取り組み 
北海道でも前述の「水素・燃料電池戦略ロードマップ」
に基づいて2015年3月に産官学が連携して「北海道水素
イノベーション推進協議会」を設置し，平成28年2月に
「北海道水素社会実現戦略ビジョン」を策定した．その
骨子は，北海道は太陽光，風力，小水力，バイオマス，
地熱などの再生可能エネルギについて全国トップレベル
のポテンシャルを有していることと北海道は地域に人な
らびに市街地が分散していることを加味して水素普及の
ためのプランニングをすることであり，2040年まで次の
3ステップで展開することとしている． 
1. 初期段階における適地での展開(2016～2020) 
2. 中長期的な地域展開(2020～2030) 
3. 北海道内外での大規模な展開(2030～2040) 
図 3はステップ1における水素サプライチェーンの地
域展開例である(5)．図によれば，風力発電による苫前町，
小水力発電による釧路市および糠平町，家畜糞尿による
鹿追町の 3 箇所を実証地域に，副生水素による札幌市お
よび室蘭市の 2 箇所を大消費地にそれぞれ選定して普及
促進を試みると共に，太陽光および地熱も活用する計画
となっている．また，FCVの導入促進，水素ステーション
の道内展開，エネファームの導入促進，実証事業と連携
した再生可能エネルギ由来水素の利活用促進も目標とし
ており，エネルギの地産地消に重きを置いた北海道なら
ではの良策と評価できる． 
 
5．北海道の交通事情 
 北海道での FCV 普及促進を考えるうえで，まず北海道
の交通事情について精査することは重要である． 
北海道は主要都市間が遠く離れているため自家用車の
普及率は高いと考えられていたが，図 4 に示すように，
世帯当たりの乗用車保有台数は少なく，都道府県順位は
41位である．公共交通機関が発達している大都市圏は全
図4 世帯当たりの乗用車保有台数(一般財団法人自動車検査登録教会および総務省2013年度データから作成) 
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般に低くなっていることから，全道の30％を超す人口が
集中している札幌市も同様の傾向を示すものと想像され
るが，札幌市を除外しても順位はさほど変動しない．な
お，図の作成に際しては一般社団法人自動車検査登録情
報協会の「マイカーの世帯普及台数」と総務省の「住民
基本台帳に基づく人口，人口動態および世帯数」のいず
れも2013年度データを使用した． 
一方，2013年度の国土交通省鉄道運輸統計調査によれ
ば，図 5 に示すように，北海道民の鉄道依存率は高く，
14位となっている．しかしながら，JR北海道は新幹線の
札幌市までの延伸に合わせて，地方に集中している赤字
路線の廃止を着々と実行しているため，特に地方住民の
移動手段の確保が困難となることが予想される．従って，
パーソナルユースあるいはコミュニティーユースとして，
地方にこそFCVを普及させる必要があると考えられる． 
 
6．北海道の発電状況とソーラー発電の可能性 
 北海道電力の電源別発電電力量の推移を図 6 に示す．
図から明らかなように，2011年の福島第一原子力発電所
事故の影響を受けて，泊原子力発電所は稼働停止状態が
続いている．現在電力は火力発電によって補てんされて
いるが，省エネの呼びかけによって年間総発電量は徐々
に低下し，2014年時点では約33×109 kWhであった．一
方，新エネ等の割合は2014年度においても全体の5％程
度に過ぎないことがわかる． 
 北海道では現在各地域に分散して 100 を超えるメガソ
ーラー発電所が建設されているが，自然エネルギによる
発電は発電量の変動が大きいため，電力会社が買い取れ
るのはソーラー発電能力の一部に限らざるを得ないのが
実状である．従って，現在稼働中のメガソーラー発電所
はその能力を活かしきっていない．しかしながら，北海
道に降り注ぐソーラーエネルギの量は莫大であり，ソー
ラー発電の余剰電力による水素製造の可能性は多大であ
る． 
 ソーラー発電の発電量計算式については，各種パネル
メーカーから提示されているが，ここでは㈱ソーラーパ
ートナーズによる次式を用いて北海道のソーラーパワー
の算出を試みた(6)． 
 ௢ܲ௨௧ ൌ ௬ܲܦ ௣ܲ௔௡௘௟ܧ௧௥௔௡௦ܧ௧௘௠௣ܧ௢௧௛௘௥௦/ ௦ܲ௨௡   (2) 
 ここで，Pout：発電量(kWh/day) 
          Py：斜面日射量(kWh/m2・day) 
D：日数(day) 
Ppanel：パネル出力(kWh) 
Etrans：コントローラ変換効率 
Etemp：モジュール温度効率 
Eothers：その他の効率 
Psun：標準日射強度(kWh/m2) 
ここで，Ppanel/Psun の代わりにパネルの変換効率ηとパ
ネル面積A(m2)を用いて上式を書き直すと次式となる． 
 ௢ܲ௨௧ ൌ ௬ܲܦߟܣܧ௧௥௔௡௦ܧ௧௘௠௣ܧ௢௧௛௘௥௦  (3) 
 各地域の斜面日射量 Pyは NEDO(国立研究開発法人新エ
ネルギ ・ー産業技術総合開発機構)のホームページで公開
されている．これによれば札幌市の場合，パネル傾斜角
40度および方位角0度(南向き)の時に最大となり，年間
平均で3.81となる．また，Dを365日，ηを現在市販さ
れているパネル効率の一般的な値0.15，Etemp，Etrans，およ
びEothersの 3つを掛けた値を0.75として，ソーラー発電
による年間発電量を計算した結果を図7に示す． 
 図から，ηが0.15の場合，パネル面積が200 km2程度
で現在の北海道電力の年間総発電量を達成できることが
わかる．この面積は札幌市南区の約三分の一であり，変
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図6 北海道電力の電源別発電電力量の推移 
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図7 ソーラー発電による電力量 
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換効率が 0.3 に上昇した場合は 100 km2程度となり中央
区と北区を足した面積に相当する．従って，北海道の電
力はソーラー発電のみでも十分充当可能であることが明
らかである．しかしながら，発電量に変動があることが
安定供給を阻む要因であるので，ソーラー発電のうち電
力として直接家庭に供給できない余剰電力を用いて水電
解で水素を製造すれば，FCV 用のエネルギとしての供給
も可能となる． 
 水電解は電力を水素に変換する旧来の技術であるが，
再生可能エネルギから高効率で水素製造ができるため最
近見直されつつある．水電解による水素製造のエネルギ
効率は，常圧であれば90％を超えており，特に本田技術
研究所では 95％を達成している．しかし，FCV への供給
を想定した場合 70MPa 以上の加圧が必要であり，圧縮機
による加圧を含めた総合効率は70％程度に低下する(7)． 
 本田技術研究所はコンプレッサによる圧縮を行なわず
に 70MPa の水素製造可能な小型プラントの開発に成功し
ている(8)．これは電気化学的水素昇圧方式によって水素
極のみを高圧にして直接高圧水素を得ることを原理とし
ており，83％の高い効率を達成している．各地域におけ
る再生可能エネルギの余剰電力によって水電解を行い，
水素製造して FCV 等で消費する，いわゆるエネルギの地
産地消の可能性が現実味を帯びてきている． 
図 8にホンダ技術研究所が開発した高圧水電解システ
ム搭載のパッケージ型水素ステーション(最高製造圧力
40 MPa)，「スマート水素ステーション(SHS)」の外観を示
す．これは20kW級のソーラーパネルでも稼働でき，1日
1.5kg の水素製造が可能であるが，現状では価格が 1 億
円を上回っており，低コスト化に向けての今後の技術開
発が待たれる． 
 
7．結 論 
本稿では，北海道のエネルギ事情および交通事情も考
慮した燃料電池自動車(FCV)の普及可能性について各種
データをもとに検討を試みた．得られた結果を要約する
とおよそ以下の通りである． 
1. 現状の FCV はガソリン換算でハイブリッド自動車程
度の燃費であるものの，エネルギ密度の高い水素燃料
を使用するため，電気自動車に比べて航続距離が長く，
長距離を移動する北海道での使用に適している． 
2. 経済産業省および環境省の温室効果ガス大幅低減指
標に沿って，燃料電池実用化推進協議会はFCVの普及
に真剣に取り組んでいる． 
3. 北海道においては再生可能エネルギが豊富かつ地域
によってその種類が異なる特性を生かした水素燃料
の地産地消プロジェクトを推進している． 
4. 北海道の世帯当たり自動車普及率は低いうえ，地方鉄
路の廃止が顕著となっているため，地方でのFCV普及
が優先課題である． 
5. 太陽光発電のみでも北海道の全電力供給が可能であ
り，ソーラー発電の変動分やその他の再生可能エネル
ギによる余剰電力によって水電解を行えば，化石燃料
等に頼らないFCV用水素燃料の供給も可能となる． 
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